
人件費 25.3％

物件費 9.1％

扶助費 11.8％

補助費等 11.9％

投資的経費
　　　　12.6％

公債費 15.8％

繰出金 12.3％

積立金 
  0.2％

投資、出資、貸付金 
　　  0.1％

維持補修費 
　   0.9％

そ
の
他
28
・
4
％

12
・
6
％

投
資
的
経
費

消
費
的
経
費 

59
・
0
％

図１　性質別支出の割合

自主財
26

存

依

財

源
73

3

町税
17.9％

　　分担金・
負担金など

8.8％

地方交付税
46.7％

町債
8.5％

県支出金
6.6％

国庫支出金
7.0％

地方譲
 与税
  など
  4.5％

歳入総額 ・

・

7
％

％

68億
6,654万円

源

民生費
26.0％

土木費
13.2％

公債費
15.7％

総務費
13.8％

農林水
産業費
4.6％

教育費
9.9％

衛生費
7.5％

消防費
5.5％

災害復旧費 0.9％商工費 1.4％

議会費
1.5％

歳出総額
67億
8,383万円

労働費 0.0％

一般会計
平成1９年度町一般会計

決

算

　
平
成
　
年
度
の
一
般
会
計
と
特
別
会
計
決
算
が
、

１９

９
月
　
日
か
ら
　
月
　
日
ま
で
開
催
さ
れ
た
第
３
回

２２

10

１０

町
議
会
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
皆
さ
ん
が
納

め
た
税
金
な
ど
が
ど
の
く
ら
い
入
り
、
ど
の
よ
う
な

事
業
に
使
わ
れ
た
の
か
見
て
み
ま
し
ょ
う
。

　
歳
入
は
前
年
比
　
%
の
減

１.１

　
平
成
　
年
度
の
一
般
会
計
の
歳
入

１９

総
額
は
　
億
６
６
５
４
万
円
、
前
年

６８

度
比
１
・
　
％
の
減
で
し
た
。
性
質

０９

別
に
見
る
と
、
町
が
独
自
に
確
保
で

き
る
自
主
財
源
（
町
税
・
使
用
料
・

手
数
料
な
ど
）
は
全
体
の
　
・
７
％

２６

と
な
っ
て
い
ま
す
。
一
方
、
国
や
県

か
ら
配
分
さ
れ
る
お
金
や
町
債
（
町

が
資
金
調
達
の
た
め
政
府
や
銀
行
か

ら
借
り
た
お
金
）
な
ど
の
依
存
財
源

の
割
合
は
　
・
３
％
。
前
年
度
と
比

７３

べ
る
と
総
額
で
７
５
４
３
万
円
の
減

と
な
っ
て
い
ま
す
。
項
目
別
で
は
、

国
か
ら
の
地
方
交
付
税
が
最
も
多
く

　
億
９
３
１
万
円
で
、
歳
入
全
体
の

３２　
・
７
％
を
占
め
て
お
り
、
前
年
比

４６マ
イ
ナ
ス
１
・
６
％
と
、
３
年
ぶ
り

に
減
少
に
転
じ
ま
し
た
。

　
歳
出
は
土
木
費
が
２
億
円
減

　
歳
出
の
総
額
は
　
億
８
３
８
３
万

６７

円
で
、
前
年
度
と
比
べ
土
木
費
が
お

よ
そ
２
億
３
０
０
０
万
円
の
減
、
公

債
費
が
６
３
４
７
万
円
の
増
と
な
り

ま
し
た
が
、
全
体
と
し
て
は
マ
イ
ナ

ス
１
・
　
％
、
総
額
７
１
６
３
万
円

０４

の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　
項
目
別
に
見
る
と
最
も
多
く
支
出

さ
れ
た
の
が
民
生
費
で
　
億
６
４
４

１７

７
万
円
。
前
年
比
２
・
９
％
の
増
と

な
り
ま
し
た
。
主
な
使
い
道
と
し
て

は
児
童
福
祉
費
の
６
億
９
４
８
８
万

円
、
老
人
福
祉
費
４
億
１
３
７
３
万

【２】

主な事業の決算額（単位：万円）

障害者支援費３１,４２５（障害者自立支援給付費２２,０９６、
重度心身障害者医療費給付費４,６４０）　老人福祉費
４１,３７３（老人保護措置委託料１,１６５、県後期高齢者
医療広域連合負担金６３７）　児童福祉費６９,４８８（乳
幼児妊産婦医療費給付費２,２６７、民間保育所運営委
託料２８,１１３、小学校修了前特例給付金１０,７１４）、子
育て支援費２,９７０

民生費

町債元金償還金８９,２５４　町債利子償還金１７,５４７公債費

行政区長報酬１,８３５　定期路線バス運行委託料
１,３６７　広報やまだ印刷製本費６４４　旧山田病院耐
震診断業務委託料２４２　国土調査費１,０６０　県知事
県議選挙費９９８　町議会議員選挙費１,１４７　参議院
議員選挙費１,２００

総務費

長林大浦線改良工事費４,６７０　町道維持補修工事費
５,８７２　土地区画整理費２８,７８３（建物調査業務委託
料１,０３３、整地等工事費４,０３２、街路等整備工事費
４,５００、建物等移転補償費１６,４９３）　前須賀公園相撲
場改修工事費５００　柳沢第１団地外溝工事費４,２１０

土木費

自動体外式除細動器購入費１０１　小・中学校パソコ
ンリース料２,４９１　スクールバス運行委託料１,１４７
中央公民館改修工事費６,７５２　海外研修旅行業務等
委託料４６６

教育費

保健センター暖房設備改修工事費１,３８６　老人保健
費４,７５１（各種検診委託料４,１９７）　リサイクル資源
回収事業報償金４５１　宮古地区広域行政組合（衛生
関係）負担金２７,８３１

衛生費

宮古地区広域行政組合（消防関係）負担金３０,６２２ 
防火水槽築造工事費（大浦・田名部地区）９６０　消
防ポンプ自動車購入費（１３分団）１,６８０

消防費

畜産振興費４５３（家畜診療推進事業補助金１１１、肉用
牛肥育経営安定対策事業補助金７７）　水産振興費
７,９９３（漁業経営構造改善事業費補助金１,９２０、さ
け・ます増殖施設整備事業費補助金３,０３０）　県営
漁港整備事業負担金２,２５８

農林水

産業費

議員報酬４,７５８　議会だより発行１８１議会費

山田の魅力発信実行委員会補助金３００　商工会事業
運営費補助金５００　旅行村管理費２,４０６

商工費

特別会計の決算状況
　特別会計って何？

　特別会計とは、特定の事業を行う場合や特定の収入で

事業を行う必要がある場合に、一般会計と区分して経理

をするため、条例で設置するものです。

　特別会計で管理することにより試受益と負担の関係や

事業ごとの収支をより明確にすることができる試適正な

受益者負担、事業収入の確保や歳出削減努力を進めるこ

とができる――などのメリットがあります。

　本町の特別会計は国民健康保険、老人保健、介護保険

（事業勘定）、介護保険（サービス事業勘定）、簡易水道事

業、漁業集落排水処理事業、公共下水道事業の７会計で

す。全特別会計の決算総額は歳入６４億９,１０３万円、歳出

は６３億５,６３５万円で、差し引き１億３,４６８万円が２０年度に

繰り越されています。

　各会計の主な支出額

試国民健康保険　保険給付費１７億１,３２２万円、老人保健

医療費拠出金３億２,４６２万円

試老人保健　医療給付費１７億８,０５４万円

試介護保険（事業勘定）　保険給付費１２億１,９２５万円

試介護保険（サービス事業勘定）　居宅介護支援事業費

１９３万円

試簡易水道事業　配水管布設替工事費３,３６０万円

試漁業集落排水処理事業　大浦排水処理区事業管理費

９５９万円、大沢排水処理区事業管理費１,２５７万円

試公共下水道事業　下水道事業管理費（船越・田の浜地

区）１,４８３万円、山田地区下水管整備工事費２億４,２００

万円

歳出決算額歳入決算額特別会計名称

26億134万円2６億９,８２９万円国 民 健 康 保 険

18億1,339万円１８億１,３４１万円老 人 保 健

13億651万円1３億３,８９１万円介護保険（事業勘定）

193万円２５９万円介護保険（サービス事業勘定）

8,412万円８,７２２万円簡 易 水 道 事 業

1億4,148万円1億4,221万円漁業集落排水処理事業

4億758万円4億839万円公 共 下 水 道 事 業

◆特別会計の決算額

円
が
あ
り
ま
す
。
２
番
目
に
多
い
の

が
公
債
費
の
　
億
６
８
０
３
万
円
で
、

１０

次
に
総
務
費
の
９
億
３
６
９
０
万
円

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
投
資
的
経
費
が
　
ポ
イ
ン
ト 
減
に

１.４

　
一
般
会
計
の
歳
出
を
性
質
別
に
分

け
た
も
の
が
２
㌻
の
図
１
で
す
。

　
公
共
施
設
の
建
設
や
道
路
整
備
な

ど
、
わ
た
し
た
ち
の
快
適
な
暮
ら
し

実
現
の
た
め
に
使
わ
れ
た
投
資
的
経

費
の
割
合
は
　
・
６
％
と
な
っ
て
い

１２

ま
す
。
前
年
度
と
比
べ
る
と
、
１
・

４
ポ
イ

ン
ト 
減
少
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、

柳
沢
北
浜
地
区
土
地
区
画
整
理
事
業

費
の
年
度
別
計
画
見
直
し
に
よ
る
増

減
や
田
の
浜
・
大
沢
地
区
の
下
水
道

整
備
事
業
完
了
な
ど
に
よ
る
も
の
で

す
。
消
費
的
経
費
は
　
・
０
％
で
、

５９

そ
の
う
ち
人
件
費
が
　
・
３
％
、
各

２５

種
機
関
や
団
体
な
ど
へ
の
負
担
金
、

補
助
金
を
支
出
す
る
補
助
費
が
　
・
１１

９
％
、
未
就
学
児
の
福
祉
や
医
療
費

（
福
祉
的
要
素
の
強
い
も
の
）
に
充
て

る
扶
助
費
は
　
・
８
％
で
し
た
。
事

１１

務
費
や
各
種
検
診
の
委
託
料
な
ど
に

充
て
る
物
件
費
が
９
・
１
％
、
公
債

費
は
　
・
８
％
で
、
前
年
度
に
比
べ

１５

１
・
０
ポ
イ

ン
ト 
増
加
し
ま
し
た
。

　
年
々
さ
ら
に
厳
し
さ
を
増
す
財
政

状
況
の
中
、
よ
り
一
層
の
経
常
経
費

（
人
件
費
や
物
件
費
な
ど
）の
節
減
に

努
め
な
が
ら
、
今
日
の
複
雑
多
様
化

す
る
行
政
需
要
を
反
映
し
た
町
づ
く

り
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

【３】


